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秋田市の市章
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秋田市の「田」の字と旧藩主佐竹氏の居城の

別名「矢留」をあらわしている ｡（秋田市出

身の文様学者、小場恒吉氏考案）
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12日制定

市 の 花

さ つ き

昭和37年６月４日選定
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市 の 木

け や き
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◎ お い た ち

秋田市の開発は、天平５年（733年）、大和朝廷が北辺守備の拠点として、高清水の丘に出羽柵（秋田城）を

設置したことに始まる。

その後、南北朝、室町時代を経て、足利末期の戦国時代には、安東氏（のち秋田氏）が土崎地区に湊城を築

城し、政治、経済、文化の中心として繁栄した。

そして慶長７年（1602年）、当時「窪田（くぼた）」と称した寒村に、佐竹氏が水戸から推定１万から１万５

千人の人々とともに移り住んだ。

佐竹氏は、神明山（後の千秋公園）に新城を築き、侍町の内町、町人町の外町の町割りを行った。このまち

づくりは、当時としてはすぐれた都市計画であり、いわゆる封建諸侯の防御、出撃を主眼とした戦略的なまち

づくりであった。

明治４年の廃藩置県後、現秋田市は久保田から秋田と改称され、県庁所在地となった。

秋田町と呼ばれた明治10年ごろは、世帯数約9,700戸、人口約32,000人の町であったが、明治19年の大火と悪

疫の流行により、町勢がおとろえ、人口も減少し、明治22年４月の市制施行当時の秋田市は、面積6.9km2、世

帯数約6,600戸、人口約29,300人であった。

その後、秋田市は町村合併、雄物川放水路の開通、秋田港と秋田運河の改修、工業地帯の造成、鉱物資源の

開発、羽越・奥羽の両本線をはじめとする交通運輸機関の整備等により、市勢はめざましく発展した。

昭和36年には新しい時代の要請に応え、総合かつ計画的な行政の方向を明らかにした初の「秋田市の現状と

将来の展望」を策定し、これに基づいて区画整理、公園、上・下水道、学校建築など都市整備が活発に進めら

れ、城下町秋田から近代都市に生まれ変わった。以後、おおむね５年ごとにこの長期計画を見直し、新たな将

来展望を策定してきたが、平成３年の第７次から名称を秋田市総合計画と変更した。

その後、平成９年４月１日に中核市となり、平成17年１月11日には河辺郡河辺町、雄和町を編入し、市域が

拡大した。

平成28年３月には、28年度から32年度（令和２年度）までを計画期間とする第13次秋田市総合計画「新・県

都『あきた』成長プラン」を策定した。時代の変化に対応するため、５年を計画期間とする「基本構想」と毎

年度見直す「推進計画」により構成すると共に、人口減少問題を正面から受けとめ、今後成長させることが必

要な分野において、一体的かつ集中的に経営資源を投入する成長戦略を設定し、「秋田市を元気にすること」、

「元気な秋田市を次の世代に引き継ぐこと」の実現を目指している。
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◎ 位置・地勢

秋田市は、秋田県のほぼ中心に位置し、日本海に面して、面積は906.07km2で、県の総面積の7.8％を占めて

いる。

東は出羽丘陵が連なり、太平山ろく一帯は秋田杉の美林でおおわれ、自然景観を誇っている。

市の南部を雄物川が西に流れ、また中心市街地を南に貫流する旭川は、太平川と合流し日本海に注いでいる。

海岸線はきわめて単調であり、海岸線の１～２㎞の内側沿岸域には黒松の砂防林が植栽されている。

南と北には、豊かな秋田平野がひらけ地味が肥え、生産力が高い穀倉地帯となっている。

市庁の位置は、東経140度６分で東京とほぼ同一経線上にあり、緯度は北緯39度43分で、大体ニューヨークと

同緯度にある。

市 域 の 変 遷

編入年月日 面積（km2） 人口（人） 世帯（戸） 備 考

明治22年４月１日 6.87 29,297 6,598 市制施行

38年８月１日 7.19 29,986 6,735 広山田村（楢山観音前、長沼、宮田、愛宕

下）、寺内村（八橋一里塚）、旭川村（泉馬

場、新堰、反町、原ノ町、手形山崎）編入

42年12月21日 7.32 旭川村、手形深田（現秋大敷地）編入

大正13年４月１日 11.48 42,202 6,787 牛島町全域編入

15年４月１日 14.00 46,165 7,520 川尻村全域編入

昭和８年３月14日 75.95 54,756 8,257 旭川村全域編入

16年４月１日 132.09 98,246 17,626 土崎港町、寺内町、新屋町、広山田村編入

29年10月１日 428.88 176,064 29,035 太平村、外旭川村、飯島村、下新城村、上

新城村、浜田村、豊岩村、仁井田村、四ツ

小屋村、上北手村、下北手村、下浜村編入

30年１月１日 458.92 181,624 29,946 金足村編入

平成17年１月11日 905.67 336,395 133,141 河辺町、雄和町編入

31年４月１日現在 906.07 305,944 135,822

◎ 都市宣言

交通安全都市宣言 昭和37年３月12日

非核平和都市宣言 議会で非核平和都市宣言に関する決議を昭和59年12月24日議決

ゆとり創造都市宣言 平成４年２月７日

環境都市あきた宣言 平成16年７月19日

はずむスポーツ都市宣言 議会ではずむスポーツ都市宣言に関する決議を平成20年12月19日議決
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